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ＮＴＴドコモ パーソナルデータ憲章
－ イノベーション創出に向けた行動原則 －

2021年９月３０日

株式会社NTTドコモ
マーケティングプラットフォーム推進部

法務部

プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装に関する検討会

資料５
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本日お話すること
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１．パーソナルデータ憲章の制定経緯

２．パーソナルデータ憲章に基づく運用について



パーソナルデータ憲章の制定経緯１
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パーソナルデータ憲章制定に向けての背景
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2017年4月、中期戦略2020「beyond宣言」
⇒dポイントクラブを軸とした事業戦略へ舵をきり
お客さまや社会に新しい価値を提供していくには

「データの有効活用」は重要な要素
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回 線 契 約 者
dポイントクラブ会員

送 客 決 済

顧客基盤

サービス
（パートナー）

サービス
（ドコモ）

ドコモのマーケティング戦略

すべての「dポイントクラブ会員」に更なる価値を提供
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パーソナルデータ憲章制定に向けての課題
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お客さまの信頼にこたえ続けるため、

「個人のプライバシーへの配慮」も重要な使命

法令に違反しなければ、
何でもアリ

信頼の失墜

＜めざす姿：社会と調和のとれた”データ利活用”の実現＞

法令順守

信頼の維持

お客さまの信頼を裏切
るような活用を自制プライバシーへの配慮

①プライバシーへの適切な配慮を「社内の共通認識」とするとともに、
②その実効性を担保する「社内運用の仕組み」が必要ではないか

データ利活用が本格化する前に



©2021 NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved. 7

パーソナルデータ憲章の基本理念
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パーソナルデータ憲章を制定するにあたっては
「データの有効活用」と「プライバシーへの配慮」とを

バランスよく実現することを基本理念とした。
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パーソナルデータ憲章の制定
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ＮＴＴドコモ パーソナルデータ憲章
－ イノベーション創出に向けた行動原則 －

＜ポイント＞
「パーソナルデータ憲章」

＝プライバシーの保護のイメージ

「イノベーション創出」
＝データ活用のイメージ

プライバシー保護とデータ活用の双方のバランスが重要

＜憲章の構成＞

◆ 前文

◆ パーソナルデータとは

◆ 行動原則
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パーソナルデータ憲章制定・公表プロセス
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本格検討

2019年度

初期検討

2018年度2016年度 2017年度

制定 公表方向性承認

運用／社内啓発

データ利活用によるドコモのビジョンの実現に向けて、リスクを正しく認識し、
「ドコモらしい」データ利活用のあり方を議論する場

ドコモのデータ利活用の方針が法制度の理念や目的、社会一般の感覚に照
らして、適切なものであるかを確認し、ご示唆をいただく場

幹部WS
（全3回）

有識者会議
（全3回）

連携

森 亮二（英知法律事務所弁護士）【座長】 宍戸 常寿（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

徳力 基彦（アジャイルメディア・ネットワーク取締役CMO）沢田 登志子（一般社団法人ECネットワーク理事）

石井 夏生利（筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授）

坂下 哲也（日本情報経済社会推進協会常務理事・電子情報利活用研究部部長 ） ※所属等は当時のもの

「ドコモらしいデータ利活用」はどうあるべきかを
経営幹部で議論し、トップメッセージとして発信



パーソナルデータ憲章に基づく
運用について２
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社内PIA制度の導入① －プライバシー保護の体制整備ー
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法令順守”＋α”の取り組みとして、
プライバシー影響をA~D評価

※PIA・・・Privacy Impact Assessment

主な構成メンバー
• サービス部門
• 法務部門
• 情報セキュリティ部門
• データ分析・活用部門
• 広報部門
• ＣＳ部門
• 経営企画部門

法的面およびセキュリティ面は別評価手当済み
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社内PIA制度の導入② －プライバシー保護の体制整備ー
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案件毎にプライバシー・バイ・デザインの思想から
サービス企画、施策の立案からプライバシー影響評価

PIA本会議

複数部署メンバー※で構成し、原則として隔週開催
※CS推進部、広報部、情報セキュリティ部、経営企画部、

マーケットプラットフォーム推進部、法務部

簡易PIA
議論を要する懸念点がない場合、PIA会議議長指定メ

ンバーにより随時実施

付議基準
利用データ種別と利用目

的種別の組み合わせで付
議基準を制定



©2021 NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved. 13

社内PIA制度の導入③ －プライバシー保護の体制整備ー
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■社員への意識定着化

可視化
 マニュアル（憲章解説、PIA）
 PIAのデータベース構築
 社内システム、施策立案時の

ルールに適用

啓発
 定期的eラーニングの必須

（アンケート込み）
 ポスターや社内システムでの

PC画面メッセージ

■PIA会議の継続的改善

類型化
 案件分類化

新規・既存、評価済、包括
 会議分類

本会議と簡易会議

プライバシー保護への全社員の意識向上

運用状況の定期チェック
 幹部との社内会議での報告

パーソナルデータ憲章運用委員会
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